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― 山形県長井市を事例にして ―
山田　浩久、川端不美二、宮本景太郎
Ⅰ　 は じ め に
　人口の少子・高齢化や国内経済の低迷に
よって、わが国の都市は人口増加を前提にす
る市域拡大型の成長から実状に対応した管理
型成長（Smart Growth）に移行しつつある。
人口動態に起因する都市活動の低活性化は、
とくに地方都市において顕著であり、再活性
化を目的とする様々な試みがなされている。
　地域の活性化を当該地域自らが考案、実践
する試みは、「町おこし」あるいは「村おこ
し」と呼ばれ、1980年代後半に全国でみられ
るようになったが、当時の地域活性化策は、
企業誘致に代表されるように、中央資本を地
域内に取り込む方法を行政が直接的あるいは
間接的に指導するものが多く、その過程やそ
の後の活動に伴う経済的利益の上昇に多くの
関心が寄せられていた。
　しかしながら、バブル崩壊後の景気低迷や
産業の空洞化によって、中央資本が地方に進
出する理由が希薄化すると、環境論的観点か
ら地域を捉え直す機運が高まり、地域アイデ
ンティティに基づく個性的な活性化策が注目
されるようになった。ヒューマンスケールで
の開発、いわゆる「身の丈に合った開発」で
ある。これは、地域住民が自らの発想によっ
てできることから始めていくというものであ
り、自然環境を大きく改変することなく、逆
にそれらを地域の個性として活かしながら、
主に生活環境の向上を目的としている点に特
徴を見いだすことができる。グリーンツーリ
ズムやエコミュージアムといった発想がそれ
である。これらの試みは、同時期に紹介され
るようになったコンパクトシティ政策との相
性も良く、行政と住民との水平的関係の下で
提案される都市計画の新たな傾向として着目
されるようになった。もちろん、この背景に
は、住民との垂直的関係を維持することがで
きなくなった行政の財政的な問題もある。
　住民主導型の地域活性化策は、最終的に経
済的な利益の上昇に結びつくことが望ましい
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ものの、基本的には住民が楽しみながら活動
することに力点が置かれる。行政主導型の「町
おこし」、「村おこし」に対して、住民主導型
の地域活性化策は「まちづくり」と呼ばれる
ことが多く、現在では「町おこし」や「村お
こし」といった名称はほとんど用いられるこ
とがなくなった。これは、住民の意思が直接
反映されやすく、状況に合わせた柔軟な対応
が可能であるといったまちづくりの持つ特性
が高く評価されているためであるが、責任の
所在が曖昧になるという危惧や地域全体の観
点から見た方向性が見えにくいという問題も
孕んでいる。
　市域拡大型成長から管理型成長への転換を
迫られる多くの地方都市では、都市計画の中
にまちづくりが積極的に取り入れられている。
都市機能を効率的に集約化していくためには
（Smart Shrink）、住民の理解が不可欠であり、
住民意識の向上にはまちづくりの活動が有効
であると考えられているからである。これら
の都市計画では、行政主体の整備事業がハー
ド面での構造再編を担い、住民主体のまちづ
くりがソフト面での意識改革を担う。そこで
は、両者の関連づけが要となるが、目標の明
示が要求される都市計画にまちづくりを完全
に組み込むことは難しい。
　まちづくりが目指すのは発想の転換や意識
の向上であり、「目に見える」形での成果はな
かなか現れない。都市計画にまちづくりを組
み込むことの意義は十分に理解できるものの、
そのためにまちづくりの理念を曲げるべきで
はない。まちづくりは、誰もが企画者になる
ことが可能で、できることから始めるヒュー
マンスケールの開発であり、多くの試みの中
から地域と時代に対応した事業だけが存続す
るといった、いわば適正事業の定着が自然淘
汰にまかされる傾向がある。行政は、都市計
画の中でまちづくりのための土台を用意すべ
きであり、その役割をハード面の整備として
実施される各種事業が担う。一方、まちづく
りは、事業による空間的な変化に対し、自由
な発想の下で乱立し、地域に受け入れられた
ものだけが段階的に進歩していくというのが
理想であろう。換言すれば、行政にはまちづ
くりを誘発し、進歩させるような事業が求め
られる。
　重要な点は、各種整備事業が本来有してい
る目的とまちづくりを誘発する魅力が必ずし
も一致するとは限らないことである。例えば、
橋は谷を渡るための施設であるが、谷に架か
る橋の景観がまちづくりを誘発する場合があ
る。この点を認識した上で、行政主体で進め
られる各種整備事業と住民主体で進められる
まちづくりとを関連づけ、新たな可能性を検
討、提案していくことが研究者の役割である
と考える。本研究では、山形県長井市の事例
から、行政主体の整備事業とまちづくりとの
親和性を向上させることによって、事業の効
果を高め、より大きな可能性を期待できる場
合があることを示しつつ、そこで生じている
問題を検討する。
Ⅱ　長井市の概観
　長井市の市街地は、山形県内陸部の盆地列
西端に位置する長井盆地の平坦部に形成され
ている。山形県の主要河川である最上川は、
同地で飯豊山地を源流とする白川、朝日山地
を源流とする野川とそれぞれ合流し、水量を
増すことから、近世期においては最上川舟運
によって栄えた。また、米沢藩９代藩主上杉
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治憲（鷹山）によって設立された藩営の縮織
工場をもとに、江戸中期から昭和前期までは
織物の町として、養蚕や絹糸紡績を中心とす
る産業構造が確立していた。
　長井市の市街地には、周囲の農村部で産出
した原料を加工するために、細かく分業化さ
れた小規模工場が点在し、産業地域社会が形
成されていたが、軽工業の全国的な斜陽化と
ともに崩壊した。この様子は、同じく織物の
町として発達した米沢市においても観察され
ている（山田、2000）。しかし、米沢市は、
軽工業の斜陽化と並行して進められた先端エ
レクトロニクス産業の企業誘致によって、基
盤産業の転換に成功し、県内有数の工業都市
として再生された（山田、2004）。一方、長
井市においては、軽工業から機械組立工業へ
の転換はなされたものの、地場資本の大型化
や中央資本の定着には至らず、工業都市とし
ての色彩は薄れていった。
　長井市に至る公共交通機関は、短距離の路
線バスとJR奥羽本線赤湯駅から第三セク
ター方式で運営されている盲腸線のフラワー
長井線のみである。現代の高速交通ネット
ワークの末端に位置するその地理的な位置関
係が、同市発達の大きな障害となっているこ
とは明らかであろう。
　2000年時点での市域を基準にして、山形県
全13市の1920年から2005年までの人口推移
を見ると、長井市は、県内都市システムにお
いても下位階層に属し、人口は戦後の幅員に
よる人口増以降、一貫して減少していること
が分かる（図１）１）。国内人口の絶対的な減少
や地方都市の一般的傾向から考えて、長井市
の人口が今後急激に増加する可能性は低い。
このような状況の中で同市の再活性化を図る
ためには、交流人口の増加が必要であるが、
市域外との交流人口を短期間で増加させるこ
とは難しく、住民の市内流動を活性化させる
取り組みに期待がかかる。市内流動の活性化
を市域外との交流人口増に結びつけていくた
めには、まちづくりによる活動が重要であり、
多くのイベントが企画・実施されている。
　モータリゼーションが普及している昨今の
状況を見れば、道路整備や沿線開発が長井市
の交流人口増に効果的であることは明らかで
あるが、多方向からの自動車流動に対応する
ための面的な開発には多額の費用と長期にわ
たる開発が必要になる。一方、移動方向が確
定しており、観光や集客の拠点を定めやすい
鉄道との連携は、比較的安価で短期的な成果
を得やすい。フラワー長井線は地元高校生の
定期券乗車に頼らざるを得ない状況に陥って
おり、存続が危ぶまれているものの、近年、
独自の企画によって利用者数の減少に歯止め
がかかっている（野村、2009）。鉄道と沿線
市町村との連携は双方に利益をもたらすもの
であり、それぞれが積極的な姿勢を維持して
いる限り、大きな反対が生じにくい点も政策
提案には魅力的である。
　フラワー長井線の前身である軽便鉄道長井
線は1914（大正３）年に長井まで開通した。
明治、大正期に敷設された他の鉄道路線同様、
用地確保や防災（蒸気機関車の火の粉による
火災）の問題から、長井市でも市街地西側の
縁辺部に線路が敷かれ、当時の村界付近（宮
村と小出村）に長井駅の駅舎が建設された。
結果的に、長井市の市街地は線路の東側に展
開することになり、改札は駅の東側にのみ設
置され現在に至っている。現在では、駅西側
にも住宅地が広がっているが、西口改札が未
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図１．山形県内13市の人口の推移
各市の人口とも2000年時点の市域面積に換算（資料：国勢調査報告）
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図２．長井市市街地概観
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設置であるため、住民は目の前に駅があるに
も関わらず、駅から200mほど北に設置され
た踏み切りを渡らなければフラワー長井線を
利用することができない（図２）。また、市街
地には５つの商店街があり、長井駅東口改札
からは駅前商店街が形成されているが、駅西
側から同商店街への導線も確保されていない。
Ⅲ　長井市のまちづくり交付金事業
　まちづくり交付金制度は、国土交通省が提
案する都市再生施策の一つであり、2004年度
に創設された。同制度は、「地域の歴史・文
化・自然環境等の特性を活かした個性あふれ 
るまちづくりを実施し、全国の都市の再生を
効率的に推進することにより、地域住民の生
活の質の向上と地域経済・社会の活性化を図
る」ことを目的としている２）。同制度の最大
の特徴は、従来の補助事業に比べて、交付金
を市町村の裁量で複数の事業に充当させるこ
とができ、個別事業を関連づけることで総合
的な再生事業に発展させることが可能となっ
ている点である。なお、まちづくり交付金は、
2010年度より社会資本整備総合交付金に統
合され、まちづくり交付金事業は社会資本整
備総合交付金による都市再生整備計画事業と
呼ばれるようになった。
　長井市では「長井南地区」の都市再生整備
計画が認定され、2006年度から2010年度まで
の５カ年にわたり交付金が交付されている。
計画地区の「長井南地区」には市街地の大半
が含まれており、その面積は945haに達する。
都市再生整備計画は、基幹事業、提案事業、
関連事業によって構成され、基幹事業と提案
事業が交付金の交付対象になる。文字通り、
基幹事業が都市再生計画の柱となるが、長井
市における基幹事業の特徴は、多くの道路の
整備・改修事業とコミュニティ歩道整備事業
が広範囲にわたって計画されている点にある。
近世期に舟運によって栄え、現在は通過交通
による衰退を経験している同市にとって、人
や物の流動は街の盛衰を左右する重要な要件
であり、都市再生整備計画の根幹に据えるの
も頷ける。
　ただし、これは単なる道路事業ではない。
同市の基幹事業に交付される交付金総額は
860.50百万円であるが、その37.6％にあたる
323.74百万円が「親水公園と駅前広場整備事
業」と「小桜館周辺整備事業」という地域生
活基盤施設事業に充てられている３）。親水公
園はフラワー長井線の長井駅西側に隣接して
計画されており、小桜館とは明治期に建築さ
れ街なか観光の拠点となっている置賜旧郡役
所を指す。計画面積と交付金額は、「親水公園
と駅前広場整備事業」が14,000㎡で191.00百
万円、「小桜館周辺整備事業」が5,000㎡で
132.74百万円である。これらの地域生活基盤
施設事業２事業に複数の道路整備を組み合わ
せることで市街地内に行き交う人や物の流動
を活性化させ、市街地を再生していこうとし
ている点が、同市における都市再生整備計画
の目標である。
　拠点性とは、来訪者や住民を誘引し、そこ
に留まらせる魅力である。長井市の都市再生
整備計画を、単なる複数の道路整備計画に終
わらせないためには、地域生活基盤施設が有
する魅力をできるだけ多く見出し、それらを
来訪者や住民に分かりやすくアピールする必
要がある。拠点施設の魅力に人々が気付かな
ければ、道路整備は通過交通を加速させるだ
けのものになってしまうだろう。
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　本研究では、長井駅に隣接し、日常生活と
観光施策の双方に、その拠点性を発揮できる
親水公園に着目する。同公園は、駅前広場の
整備や駅施設の改修と併行して建設が進行し
ており、園内にはせせらぎ水路・親水池・休
息テラス・園路・樹木が整備される予定であ
る。水に恵まれた長井市が親水空間を創造す
ることは、それ自体で十分な意味を持つ。し
かし、同公園は、市街地の構造上極めて重要
な「場所」に計画されており、その「場所」
に位置していることが、拠点施設としての存
在意義をさらに高めうることを指摘したい。
　前章で述べたように、フラワー長井線の線
路を挟んだ東西の流動は極めて非効率的であ
る。なんらかの改善により、東西の流動が円
滑化されれば、長井駅に降り立った観光客が
駅西側にも足を伸ばすようになり、街なか観
光のバリエーションも増えるであろう。また、
駅西側住民の駅までのアクセスの悪さが商店
街の人通りにも影響していると考えられ、住
民の日常生活行動の変化が商店街の活性化を
目指すまちづくりにも応用されていくことが
望まれる。
　次章では、親水公園の新設によって、来訪
者や住民の行動が大きく変わる可能性がある
ことを徒歩圏と自転車圏の形状変化から明ら
かにする。徒歩圏及び自転車圏の形状は、現
状の道路網から想定される時間距離をGIS
（地理情報システム）を用いて算出し、地図化
した。使用したGISは米国ESRI社のArc-GISで
あり、分析には同システムの追加モジュール
であるNetwork Analysisを採用した。基図に
は、長井市の都市計画図（1/10,000）とESRI
社の『Arc-GISデータコレクション』を使用
したが、そこに描かれない生活道路は現地調
査により補足した。なお、徒歩及び自転車の速
度は、それぞれ80m/分、240m/分に設定した。
Ⅳ　徒歩圏拡張の有効性と課題
　１．長井駅西側地区への観光客誘導
　長井駅東側に設置されている改札口を基点
にして、現状における徒歩５分圏、10分圏、15
分圏をそれぞれ描くと、同地点からの徒歩５
分圏には、踏切付近のごく一部を除いて線路
西側の地区が含まれておらず、人や物の流動
に線路が大きな障壁になっていることが分か
る（図３）。また、各圏ともに北部への張り出
しが見られる。これは駅に最も近い踏切が駅
から200mほど北に設置されているためであ
る。この踏切で線路に交差する東西方向の道
路は商業地区を南北に縦断する２本の道路と
交差している。それに対し、駅南部は鉄道敷
設前の道路が鉄道によって分断されたままに
なっており、南北方向の道路との連結も良好
とはいえない。いずれにしても、現状におい
ては、長井駅の利用客は駅東側にしか降り立
つことができず、西側の農村地区に足を伸ば
す可能性が極めて低いことは明らかである。
　市街地の北部で最上川に合流する野川は有
史以来、度々流路を変えており、線路西側の
農村地区には旧河道に沿って東西に形成され
た集落が残存している。市街地内の商業地区
は米沢との物資の流動によって南北方向に展
開しているが、それは最上川の開削（1693年）
以降の歴史であり、街のルーツは長井線西側
に広がる農村地区にあると言える。その年代
を学術的に特定するのは困難であるにしても、
同地区では中世期以前の長井をイメージでき
る地形や街道跡を観察することができる。
　歴史の一片を形作ってきた特異な地域性と
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図４．長井駅東口を起点とする徒歩圏及び自転車圏の拡大
図３．長井駅東口を起点とする現況の徒歩圏及び自転車圏
― 8 ―
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
! !
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
_^
_^
_^
_^
_^
_^
G
䈅䉌↸໡ᐫⴝ
ᧄ↸໡ᐫⴝ
㜞㊁↸໡ᐫⴝ
㚞೨໡ᐫⴝ
ᄢ↸໡ᐫⴝ
±
0 1,000500
m
Ꮢᓎᚲ
G ⿠ὐ
_^ 〯ಾ
! ਥⷐㇺᏒᣉ⸳
໡ᐫⴝ
㐳੗㚞⷏஥⿠ὐ䏂ᗐቯ
ᓤᱠ䎘ಽ
ᓤᱠ䎔䎓ಽ
ᓤᱠ䎔䎘ಽ䎒⥄ォゞ䎘ಽ
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
! !
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
!
_^
_^
_^
_^
_^
_^
G
䈅䉌↸໡ᐫⴝ
ᧄ↸໡ᐫⴝ
㜞㊁↸໡ᐫⴝ
㚞೨໡ᐫⴝ
ᄢ↸໡ᐫⴝ
±
0 1,000500
m
Ꮢᓎᚲ
G ⿠ὐ
_^ 〯ಾ
! ਥⷐㇺᏒᣉ⸳
໡ᐫⴝ
㐳੗㚞⷏஥⿠ὐ䏂⃻ᴫ
ᓤᱠ䎘ಽ
ᓤᱠ䎔䎓ಽ
ᓤᱠ䎔䎘ಽ䎒⥄ォゞ䎘ಽ
図６．長井駅西側公道を起点とする徒歩圏及び自転車圏の拡大
図５．長井駅西側公道を起点とする現況の徒歩圏及び自転車圏
それを想像させる環境を伝え残していること
が長井市の大きな魅力の一つである。農村地
区に残る歴史的資産を保全し、紹介していく
ことは長井市の重要な観光施策になると思わ
れる。さらに、それを住民主体で進めていく
ことができれば、地域アイデンティティの創
出にも繋がっていくであろう。
　このような現状に対し、長井駅の利用客が
親水公園を通って西側に出ることが可能に
なった状況を想定し、駅東側の同地点を起点
に徒歩５分圏、10分圏、15分圏をそれぞれ描
いてみると、道路密度の低い駅南側に若干の
歪みが残るものの、各圏とも駅を中心とする
同心円状の形状を示すようになる（図４）。そ
の結果、来訪者の散策の選択肢は広がり、街
なか観光と同程度の所要時間で農村集落の観
察を行うことが可能になる。重要な点は、駅
が行動の中心になるという点であり、その拠
点性を活かした様々な試みが期待される。
　２．駅西側住民の生活利便性向上
　現状では、駅西側に改札は無く、東口への
連絡通路も無い。そのため、長井駅に最も近
い公道の交差点を起点として定め、徒歩５分
圏、10分圏、15分圏をそれぞれ描いて、駅西
側住民の日常生活行動を検討した（図５）。図
５によれば、駅西側の住民は、目の前に駅が
あるにも関わらず、５分以上歩かないと長井
線を利用できない。また、市街地内部に形成
されている５つの商店街のうち、５分圏内に
含まれる商店街は無く、２商店街（駅前商店
街、高野町商店街）が10圏内に含まれる。15
分圏内には中心商店街となっている本町商店
街と大町商店街の半分以上が含まれるものの、
最遠のあら町商店街は15分圏外に位置する。
　一方、今後なんらかの要因によって、住民
が西側から直接駅を利用できるようになり、
かつ、駅構内での線路の横断が可能になった
場合を想定し、同地点からの徒歩５分、10分、
15分圏をそれぞれ描くと、駅前商店街が徒歩
５分圏に含まれ、10分圏内に中心商業地区で
ある本町商店街の大半が含まれるようになる
（図６）。さらに、再遠のあら町商店街もおよ
そ半分が15分圏内に含まれ、駅西側住民の徒
歩での購買行動が促進される可能性が高まる。
他の地方都市と同様、長井市においても、駐
車場不足が商店街衰退の一要因として指摘さ
れることが多いが、駐車場の増設が不可能な
場合、住民の徒歩での行動を促進することが
その代替案となろう。
　現状での徒歩５分圏、10分圏、15分圏の面
積を100とすると、拡大した各圏域はそれぞ
れ139、130、112に拡大する（表１）。これ
らの数値が示すように、各圏域の面積は劇的
― 9 ―
表１．西口を起点とする徒歩圏及び自転車圏の変化
変化率＊想定（㎡）現況（㎡）長井駅西側住宅地
139251,134180,233徒歩５分
1301,064,966817,198徒歩10分
1122,636,8112,355,619徒歩15分/自転車５分
1029,203,5748,996,230自転車10分
変化率：現況の面積を100とした場合の変化
に拡大するわけではない。しかし、長井市の
市街地は線路東側に展開しており、徒歩圏の
東方への拡大は主要都市施設への近接性を高
める。時間距離の短縮は購買行動のみならず、
余暇活動や行政サービスにおいても、西側住
民の生活利便性を大きく向上させることは明
らかである。
　先に述べたように、長井市の居住人口が、
今後、増加に転じる見込みは薄い。また、市
外との交流人口も短期間で急増することはな
いであろう。そのため、商店街を含めた市街
地の再生には、住民の日常生活行動の活性化
が不可欠である。駅の拠点性を高めることに
よって線路の遮蔽性を低減させ、東西の交流
を促進することは、住民の日常生活行動を活
性化させる現実的な施策となりうる。「親水公
園と駅前広場整備事業」は、まさにその場所
を計画地区としており、住民がそれを認識す
ることで、まちづくりに対する影響力も高
まっていくことが予測される。
　３．現状における課題
　「親水公園と駅前広場整備事業」が持つ可能
性は、線路を挟んだ東西の交流という点に集
約される。それは単に踏切や連絡通路を設置
するというだけものではなく、親水公園とい
う都市施設を介したものである。同公園には、
人々を惹きつけた上で、彼らを分散させる機
能を有することが期待される。同施設に対す
るこのような期待は、上述した長井駅の東西
を起点とする徒歩圏及び自転車圏の形状変化
からも理解されやすいと思われる。
　しかしながら、計画上、同事業は長井駅周
辺の環境整備に位置づけられており、人々の
往来を促進する働きは含まれていない。これ
は都市再生整備計画が公共事業によって構成
されているためである。同事業ではフラワー
長井線を経営する山形鉄道に対し、長井駅構
内の整備の一環として親水公園に繋がる踏切
の設置を委託しているが、それはあくまでも
親水公園に行くための整備であり、人々の往
来を目的にするものではない。つまり、「親水
公園と駅前広場整備事業」においては、親水
公園の設置が主たる事業であって、民有地に
委託する踏切の設置が主たる事業であるかの
ような考え方はできないのである。
　制度を利用する以上、その制度の規定に
従って行動するのは当然である。長井市が真
の目標をどこに定めているかは不明であるが、
５カ年間の都市再生整備計画を完遂するため
には、「親水公園と駅前広場整備事業」を主た
る事業の一つとして進める必要があり、事業
の制度上での目的が曖昧なるような施策を、
同計画と平行して提案しいくことは難しいと
思われる。
　人々を誘引し、そして分散させるといった
拠点施設の存在意義は、その魅力を住民や来
訪者に分かりやすく伝えられなければ失われ
てしまう。東西交流の要となるべき本事業に
おいて、東西交流を前面に出せないことは、
親水公園の存在意義を不明瞭にし、まちづく
りにも関連づけられなくなることを意味する。
長井市の都市再生整備計画は制度上の目的が
明瞭で、それ自体納得できる計画であるだけ
に、日常生活行動の効率化やまちづくりを誘
発する他の施策との整合をどのように図って
いくか、という点が現状における最大の課題
であるといえる。
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Ⅴ　 ま と め
　地方都市の衰退は全国的な傾向であり、大
幅な人口増による市域拡大型の成長を期待す
ることができない都市がほとんどである。そ
のため、市街地内部の充実を図り、実態に即
した管理型成長（Smart Growth）によって都
市機能を維持していく施策が求められている。
しかし、厳しい財政状況のもとでは行政が、
住民との垂直的関係を保ちながら、地域の成
長を導いていくことは難しい。そのため、住
民の多様な希望を住民自らが実現するという
まちづくりの考えが行政によって立案される
都市計画にも積極的に取り入れられるように
なってきた。行政と住民との水平的関係のも
とで、協同して地域を創り上げようとするこ
のような姿勢は、Smart Growthの観点から見
ても高く評価される。一方で、行政主体の整
備計画と住民主体のまちづくりとの関係が曖
昧で、個々のまちづくりが地域全体に及ぼす
効果が分かりにくいという問題も指摘される。
　まちづくりは活動の過程において進化、定
着していくものであり、行政によって個々の
まちづくりの方向性が定められるべきではな
い。行政は、住民から多くの発想を引き出す
ような整備事業を立案、実施し、住民はそこ
からまちづくりの可能性を見出していくとい
うのが理想であろう。そのためには、事業の
目的が住民に分かりやすく伝えられる必要が
あるが、行政主体の整備事業は細分化されて
おり、それらが地域全体に及ぼす最終的な効
果をイメージしにくい。行政は個々の事業を
関連づけ、地域全体に対する行政側の意図を
明確にするべきである。
　その意味で、都市再生整備計画事業（まち
づくり交付金事業）は、個々の整備事業に対
する交付金の配分が当該自治体の裁量にまか
される部分が大きく、個別事業を関連づける
ことで地域全体の発展を考慮した総合計画を
立案する姿勢を自治体が学ぶのに適した制度
といえる。長井市の都市再生整備計画は、市
街地の大部分を計画地区に設定している。ま
た、人的流動の円滑化をテーマに地域生活基
盤施設と道路事業が関連づけられており、市
街地を総体的に再生していくための指針が示
されている。同計画の実施を契機に、市や住
民が、総合計画の下で遂行される整備事業に
よって、新たなまちづくりへの可能性が高ま
ることを実感できれば、同計画の効果は相乗
的に高まるものと考えられる。
　本研究では、フラワー長井線の長井駅西側
に隣接して計画されている「親水公園と駅前
広場整備事業」を取り上げ、同事業のもたら
す効果とまちづくりへの可能性を、徒歩圏及
び自転車圏の形状の変化から検証した。同事
業は、長井市の都市再生整備計画における基
幹整備事業の地域生活基盤事業となっている。
　 長井駅には西口改札が設置されていない。
そのため、長井駅の利用客は駅東側にしか降
り立つことができず、西側の農村地区に足を
伸ばす可能性は極めて低い。市街地は東側に
展開しているため、通常の購買行動であれば
駅西側に降り立つ必要はないが、線路西側の
農村集落には、中世期以前の長井を知るうえ
で重要な街道跡や地形が残されており、歴史
散策に興味を持つ観光客には有効なルートを
提案できるはずである。親水公園の整備に伴
い、来訪者が駅西側にも降り立つことが可能
になれば、来訪者の徒歩圏は駅を中心にした
同心円状の形状を描くようになり、その拠点
性を活かした様々な試みが想定できる。
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　また、現状において、駅西側の住民は目の
前に駅がありながら５分以上歩かなければフ
ラワー長井線を利用することができない。ま
た、駅前商店街への導線も確保されておらず、
10分以上歩かなければ中心商店街にたどり
着けない。何らかの要因によって、駅前商店
街への導線が確保されると、駅西側を起点と
する徒歩10分圏内に中心商店街が含まれる
ようになり、駅西側住民の生活利便性は大き
く向上する。地方中小都市の商業活動におい
て、最も重要なことは商店街に対する住民の
利用頻度を高めることであり、商店街までの
時間距離の短縮は少なからぬ経済効果を生み
と思われる。
　「親水公園と駅前広場整備事業」の効果と今
後の可能性を駅東西を起点とする徒歩圏及び
自転車圏の形状から検証すると、事業の影響
は極めて大きいことが分かる。しかしながら、
同事業の効果として駅東西の交流促進を前面
に押し出すことはできない。人的流動の円滑
化をテーマにした総合計画の中に位置づけら
れる事業とはいえ、同事業の個別目的は長井
駅周辺の環境整備となっているからである。
同事業の目的を環境整備とすることで、都市
再生整備計画事業における他の事業の位置づ
けや総合計画としての意図が明確化している
ことは明らかである。そのため、長井市の都
市再生整備計画を完遂するためには、この姿
勢を崩すわけにはいかないが、そこから派生
する大きな効果を住民にアピールできないこ
とは、同計画の効果を半減させてしまう。制
度が制度によって縛られ、より大きな効果を
得にくい状況を作り出していることが、長井
市の都市再生整備計画が抱える最大の問題点
であろう。
〈付記〉
　本研究は、平成21～23年度科学研究費補助
金基盤研究（C）「"Regional City" の形成を前
提とする集約型都市構造の計量的影響評価」
（課題番号：21520786、研究代表者：山田浩
久）における研究成果の一部である。
 
【注】
１） 鶴岡市と酒田市はそれぞれ2005年に周辺町
村と合併し，市域を拡大したが，ここでは各市
2000年時点における市域で人口を換算してい
る。
２） 国土交通省ホームページ
 （htp:/www.mlit.go.jp/crd/crd_machi_tk_
 000012.html）より引用。
３） ここで示した交付金額は，長井市の都市再生
整備計画における第４回変更後の値である。
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